
１．はじめに

東アジアは約４０年を経て，世界経済の中で最も活力のある地域に成長した．成長の要因は対

外貿易の拡大であった．１９６０年代，日本は東アジアの主要輸出国として世界経済における地位

を獲得した．さらに１９７０年代「四小龍」といわれる東アジアの国々は，輸出主導型戦略により

ハイ・スピードで経済発展を実現した．１９８０年代になって，中国及び ASEAN諸国は，対外

開放政策の拡大などの改革を行い，高度経済成長期に入った．

「雁行型形態」モデルは東アジア諸国・地域の経済発展に非常に重要な役割を果たしたので

あった．貿易と投資の結合は東アジア諸国・地域の経済関係をより一層緊密化した．１９９０年代

以後，日本経済の低迷と中国を含む東アジア諸国・地域の台頭によって，日本を先頭とする雁

行型経済モデルは崩壊し，新たな国際的分業構造に転換した．

グローバル化の進展は，国際的分業構造に大きな変革をもたらした．多国籍企業を始めとし

た大規模な直接投資は，新たな国際生産ネットワークを次々と東アジア地域において形成して

いった．東アジア生産ネットワークの特徴は，地域内の製品及び部品貿易の拡大であった．ま

た中間財貿易の増大は，最終財貿易を凌駕することになった．多国籍企業の戦略と言われる生

産の標準化モデルは，技術革新，コスト削減に寄与し，グローバル化と地域経済を一体化する

推進要因となった．東アジア諸国・地域の積極的な参加によって，地域内の国際的分業は深化

しただけでなく，自国の経済成長を達成し，さらに地域経済の発展に寄与した．とりわけ中国

経済の躍進は，東アジア地域の生産流通に大きな影響を及ぼした．中国は東アジア生産ネット

ワークの中心にあり，地域経済，貿易への影響力を拡大している．しかし，東アジア生産ネッ

トワークに所属している多くの国や地域は，比較的脆弱な経済構造であり，技術度の低い労働
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集約的な工程を中心とした生産システム形成の結果，高付加価値部門の貿易・国際分業に占め

る比率が小さくなっている．一部の東アジア諸国・地域は，いわば，国際分業の連鎖の末端に

固定されており，その脆弱な構造によって国際分業から脱落する危険性もある．したがって国

際分業をもたらした生産過程の諸問題と分業構造における不利な状況の改善は，中国にとって

切実で緊急に解決すべき重要な課題となっているのである．

２．国際生産ネットワークの勃興

グローバル化と地域経済一体化の進展に伴い，国際貿易と多国間生産分業は，深刻な変革問

題に直面している．多国籍企業はグローバル化戦略を全世界で実現するため，商品の生産工程

を数種類の独立性の高いモジュールに分割する．それは技術力の高い地域で商品の研究開発，

生産コストの最も低い地域で生産，最大な市場を持つ地域で販売する，というシステムの形成

である．それとともに，各国・地域は，それぞれの比較優位な商品生産に特化する．このよう

な背景の下で，加工貿易を中心とした国際貿易規模は急速に拡大し，しだいに国際生産ネット

ワークも発展してきた．

国際生産ネットワークに関しては，種々な定義が存在する．ここでの国際生産ネットワーク

（international production networks）は，先導企業（lead firm）を始めとしたシステムの中

で生産経営活動が行われることである．すなわち，すべての生産経営活動は企業内部と企業外

部間に確立する．経営活動は商品の研究開発，製品設計と生産・販売地域の決定，投入した商

品の供給，生産，販売，サービス機能などの関連行為である１）．先導企業は，国際生産ネット

ワークに関わりのある子会社と出先機関，販売機関，供給機関，サービス供給機関及び連携関

係のある企業のすべてを含むのである．したがって，先導企業は商品の生産過程に絶対的な支

配権を持ち，生産ネットワークに核心的な地位を占めることになる．

国際生産ネットワークの形成と発展については，種々な視点から解釈できる．伝統的な貿易

理論では，主に最終商品の処理の問題で，資本と労働など生産要素の国際流動性の問題を枠組

みに入れていない．しかし，比較優位論は，国際生産ネットワークの形成に合理性をもってい

る．同一商品は異なる生産工程で労働，資本，技術密度に差異がある．また各国及び地域間に

は大きな価格差があり，国際生産ネットワークを形成させた重要な要素の一つと考えられる．

もちろん，新古典派経済学のヘクシャー＝オリーン理論を少し手直しすると国際生産ネット

ワークの形成に適応しうる．そのほか，国際生産ネットワークの中で生産基地は消費者市場に

近い地域あるいは投入品供給地に拠点を設けられることが多い．それは地域内の生産・供給機

能を集約化によって相互効果を得る狙いがある．ポール・クルーグマンの収穫逓増論と不完全

競争市場の仮定を前提とした新しい経済理論も全面的に説明可能である．最後に，国際生産工

程分業の特徴の基本は，ネットワークである．このような企業組織のネットワークは，すでに
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企業と市場といった伝統的経済様式を超えている．それは情報を獲得すること，相互補完を実

現すること，コスト削減と経営リスク分散に有利なことである．

新たな国際生産分業モデルとしての国際生産ネットワークの形成は，グローバル化の変遷が

進化した結果である，世界各国と地域経済の連携をより一層緊密させ，現代世界経済の行方に

大きな影響を与え，国際経済研究領域の中で最も重要な課題となっている．

３．東アジア国際生産ネットワークの形成と発展

１９８０年代以降，東アジアは世界で最も活力と潜在的発展能力のある地域として，貿易規模の

拡大が続いた．それは地域内貿易形態が，伝統的産業から製造業を中心とした垂直型産業貿易

へ転換したことであった．同時に，日本が主導した「雁行型形態」モデルは崩壊し，それに代

わって国際生産ネットワークの出現が東アジア経済の持続的発展の原動力となった２）．

国際生産ネットワークの発展状況は，東アジア地域における部品貿易及び貿易動態指標分析

から明確になっている．表１は，１９９２年から２００３年の間のデーターであり，東アジア地域での

組み立て部品の輸出割合が３０．６％から４２．７％に上昇し，そのうち，東アジアの発展途上国が占

める割合が１５．７％上昇したことを示している．他方，東アジア地域の中で重要な役割を持って

いる日本の部品輸出割合は，１４．９％から１１．２％に下がった．しかし，全体から見れば，組み立

て部品の貿易規模は拡大傾向にある．これと対応しているのが，北米自由貿易と EUである．

部品の世界貿易に占める割合はそれぞれ減少し，欧米企業が組み立て部品生産を東アジア地域

に移転していることが明らかである．輸入データは輸出とほぼ同じであり，改めて分析する必

要はないであろう．

表２は，１９９２年から２００３年の間の東アジア，北米自由貿易地域区と EUなど主要経済地域

の部品貿易の流れである．東アジア地域の組み立て部品貿易に占める割合は，１９９２年の５０．９％

から２００３年，６７．３％に上昇した．このうち，中国（香港を含む），東アジア諸国・地域と他の

東アジア諸国の部品貿易の割合は急速に上昇している，これにより東アジア地域の国際生産

ネットワークが拡大・進化していることが明らかである．
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国家／地域 輸 出 輸 入 貿易差額

１９９２ １９９６ ２００３ １９９２ １９９６ ２００３ １９９２ １９９６ ２００３

東アジア� ３０．６ ３８．３ ４２．７ ２５．５ ３２．８ ４１．５ ２３．９ １１．０ ３．１

日 本 １４．９ １５．５ １１．２ ３．４ ４．７ ４．４ ７８．８ ６８．４ ６０．７

東アジア� １５．８ ２２．８ ３１．５ ２２．１ ２８．０ ３７．１ －２７．９ －２８．１ －１７．４

中 国 ０．８ １．７ ５．７ ２．６ ２．９ １０．１ －１９１．７ ７８．５ －７６．９

香 港 ３．１ ０．９ ６．０ ３．８ ４．６ ６．３ －１０．９ －４０８．９ －５．１

韓 国 ２．５ ３．８ ４．１ ３．０ ３．３ ３．４ －７．５ １０．５ １８．３

台 湾 ２．９ ４．５ ３．２ ３．０ ２．８ ５．３ ３．２ ３６．０ －６５．４

AFTA ６．４ １１．８ １２．５ ９．６ １４．５ １２．０ －３７．７ －２７．８ ４．３

インドネシア ０．１ ０．３ ０．４ ０．９ ０．９ ０．３ －５１７．５ －２５９．３ ２７．５

マレーシア ２．２ ３．４ ３．２ ２．７ ３．８ ３．５ －９．５ －１６．０ －７．９

フィリピン ０．２ １．２ ２．０ ０．５ １．５ １．８ －１４４．３ －２４．０ ８．１

シンガポール ２．９ ５．６ ５．４ ３．９ ６．０ ４．７ －２２．９ －１０．３ １２．２

タ イ ０．９ １．２ １．５ １．７ ２．３ １．６ －６５．１ －８９．５ －９．２

ベトナム ０ ０ ０．１ ０ ０．１ ０．１ －１２７５．０ －３７１．７ －１５５．６

NAFTA ２５．４ ２４．０ ２１．５ ２５．５ ２５．８ ２２．３ ８．２ －１１．８ －３．２

米 国 ２０．４ １８．７ １６．３ １７．６ １７．７ １４．４ ２１．０ １．７ １１．９

カナダ ３．５ ３．３ ２．６ ５．９ ５．２ ４．０ －５３．３ －６１．２ －５４．１

メキシコ １．５ １．９ ２．７ ２．０ ２．９ ３．９ －２１．０ －５８．２ －４６．７

E U ４３．０ ３８．０ ３２．２ ４３．４ ３３．８ ３０．２ ７．７ ７．６ ６．４

表１ １９９２－２００３年 各国別・地域別部品貿易の比率 （単位：％）

（資料・出所）
Athukorala, P. and Yamashita, N. Production Fragmentation and Trade Integration : East Asia in a
Global Context [J]. The North American Journal of Economics and Finance,2006, Volume 17, Number 3.
より作成
�日本，中国，韓国，香港，台湾の５カ国・地域
�日本を除く東アジア
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東アジア 日本 東アジア 中国 AFTA NAFTA EU

東アジア�

１９９２ ５０．９ １４．５ ３６．４ １１．８ １９．７ ３０．３ １４．８

１９９６ ５５．７ １５．４ ４０．３ １１．２ ２３．６ ２７．３ １３．８

２００３ ６７．３ １３．８ ５３．５ ２３．９ ２２．７ １７．４ １１．５

日本

１９９２ ２９．６ ０ ２９．６ ６．３ １６．２ ３８．７ １６．３

１９９６ ３９．１ ０ ３９．１ ９．０ ２２．３ ３５．２ １２．７

２００３ ５０．５ ０ ５０．５ ２２．２ １９．２ ２３．８ １１．６

東アジア�

１９９２ ６０．８ ２２．７ ３８．０ １４．５ ２０．４ ２２．９ １２．８

１９９６ ６０．３ ２１．７ ３８．６ １１．７ ２２．８ ２２．４ １３．６

２００３ ６９．５ １７．３ ５２．２ ２３．７ ２２．５ １５．０ １１．１

中国

１９９２ ３３．９ １５．８ １８．０ ４．８ ７．１ ２４．５ ４１．０

１９９６ ４１．３ １５．９ ２５．４ ５．６ １０．６ ２５．５ ３３．１

２００３ ５０．４ １２．７ ３７．７ １３．５ １３．０ ２０．５ ２８．３

AFTA

１９９２ ５４．９ ２１．８ ３３．０ ５．３ ２４．５ ２３．８ １３．０

１９９６ ５６．０ １９．７ ３６．３ ５．９ ２６．５ ２１．６ １３．４

２００３ ５９．８ １４．４ ４５．４ １３．９ ２６．６ １７．１ １１．２

NAFTA

１９９２ ２６．４ １３．９ １２．５ ２．３ ７．３ ４４．５ １６．５

１９９６ ３１．２ １３．４ １７．８ ３．０ １０．１ ４１．５ １５．１

２００３ ２９．３ ９．０ ２０．３ ６．６ ９．８ ４５．０ １３．８

EU

１９９２ ８．７ ４．１ ４．６ １．３ ２．６ １０．５ ６４．６

１９９６ １２．３ ４．３ ７．９ １．８ ４．６ １２．２ ５７．７

２００３ １３．２ ３．３ ９．９ ４．１ ４．５ １０．６ ５０．９

表２ １９９２－２００３年 各地域間部品貿易の動向 （単位：％）

（資料・出所）表１と同
東アジア�，�の分類は，表１と同じ
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ドイツとハンガリー，チェコ及びアメリカとメキシコの間にも類似の生産ネットワークが存

在している．東アジア地域の国際生産ネットワークの現在の状況は，以下の特徴が見られる．

第１に重要な点は，当時の「雁行型形態」モデルが東アジア地域全体の経済発展を促進し，東

アジア国際生産ネットワークのほとんどの地域で貿易投資，活動が進展し，全地域の経済発展

を支えた．第２の広汎性は，東アジア各国，地域の経済発展段階と所得格差に大きな差異が存

在しているにも関わらず，数多くの国・地域が東アジア国際生産ネットワークに参加している

ことである．第３の複雑性は，種々な企業内部あるいは企業間の取引関係が東アジアネット

ワークに包括されていることである．特に多国籍企業と現地企業の合作，企業間の戦略関係は

非常に複雑である３）．

東アジア国際生産ネットワークの形成と急速な成長をもたらしたのは，多様な要素の組み合

わせによる複合作用の結果と考えられる．第１は，IT技術革命を背景として商品生産技術の

絶えざる革新であり，また製造過程のモジュラー化（Modularization）と標準化（Interface

Standardization）が新たな発展傾向であった．東アジア諸国・地域の生産は，商品に応じた

それぞれの生産工程を担当することとなった．これは国際生産ネットワークが進展した客観的

基礎要因の一つである．第２は，経済水準と資源配分状況にもそれぞれ差異が存在することか

ら，東アジア諸国・地域は自国の比較優位を利用して国際分業に参加し，自国の経済システム

に同調する生産モデルに集中した．第３は，グローバル化と地域一体化の進展に伴い，東アジ

ア各経済体はより開放的な対外貿易政策を導入した．対外政策は外資導入の奨励，関税の切り

下げと関税障壁の撤廃，投資の簡素化，政策実施の透明化などである．それは貿易コストと国

境を越えた生産コストの削減が可能となり，地域内の経済相互依存関係を促進した．以上の政

策は東アジア国際生産ネットワークにとって有利な外部条件となる．他方，ラテン・アメリカ

において実施されている輸入代替戦略及び地域経済統合化の進展は相対的に遅れている．ラテ

ン・アメリカ地域は，東アジアのような国際生産ネットワークが未だ構築されていない．第４

は，多国籍企業の国際戦略の実施は国際生産ネットワークを形成させた主な要因となったこと

である．１９９０年代初めからウィンテルリズム（Wintelism－マイクロソフト社のウィンドウズ

とインテル社の小型演算処理装置の世界市場支配は，事実上の世界標準となったこと－訳者

注）は，パソコン・ソフト及び小型演算処理装置（MPU）において世界経済の主導権を握っ

ていた．その特徴は，高度な技術の下に，巨大な情報ネットワークをコントロールし，商品の

標準化と斬新な商業ル－ルを中心に世界の資源配置と支配を狙うことであった．ウィンテルリ

ズムは，経済のグローバル化競争における生産モデルの一種であり，国際分業体制の構築に大

きな役割を果した４）．このようなグローバル戦略の実施によって，一部の多国籍企業は国民経

済的利益を超えて，国際生産ネットワークの主導者になっていった．

１１８ 『社会システム研究』（第１7号）



４．東アジア諸国の国際生産ネットワークへの参加と挑戦

多くの発展途上諸国は，新しい国際分業構造の進展に伴って，自国の比較優位性を活かした

経済発展を求めて国際分業に積極的に参加している．過剰労働力を抱えている発展途上国は，

種々なルートを通じて国際生産ネットワークに参加しようとしている．国際分業への参加は，

過剰労働力問題を抑制し，国内資源配置の適正化，生産効率の向上，国民所得の増加が期待で

きる．また，国際分業への参加は，高度な技術産業を招来し，外国の高度な技術力の利用に

よって本国の産業技術力のアップに繋がるのである５）．しかし，東アジアの発展途上国はほと

んど労働集約型と単純組立工程に特化しているため，国際生産ネットワークに参入し，その恩

恵を受けるためには以下のような課題を克服する必要性がある．

第１は，国際生産ネットワートによる高度技術商品生産の中で労働集約性の高い部分だけの

生産参加は，技術が拡散し，産業全体に浸透することがない．東アジア諸国は国際生産ネット

ワークによって自国産業の技術アップを目指す方向性に限界がある．直接投資（FDI）の導入

は，先進的な生産技術と管理方式を得ることができ，本国の労働生産性の向上と経済発展に繋

がるという伝統的な考えがある．しかしながら，FDI導入によって発展途上国の労働生産性

が上昇したとはいえず，むしろ，多国籍企業本国の経済成長を促進させる要因となっているこ

とが明らかになっている６）．多国籍企業は競争に勝つため，ある程度，東アジア諸国・地域に

技術移転を行うが，移転した技術の多くが商品の生産加工過程に限られ，技術の移転範囲も制

限されている．したがって商品の基礎研究あるいは技術革新は，投資国に限定され，地域の生

産活動に関わる技術移転は極めて少ない．さらに人的資源の不足は，東アジア発展途上国の経

済発展にとって最も大きな障害となっている７）．

第２は，東アジア国際生産ネットワークは「三角貿易」という特徴がある．このような特殊

な貿易形態のもとで東アジア諸国・地域は，日本の資本と技術，ヨーロッパ，アメリカ市場へ

の依存度が非常に高くなり，地域内の貿易不均衡の拡大を加速させた．いわゆる「三角貿易」

とは，主に，中国，ASEANなど発展途上国が日本，NIESなどの先進国から資本集約型の中

間財を輸入して組み立て，その後，日本や北アメリカ，EUなどに向けて完成品を輸出すると

いう特殊な貿易モデルである．「三角貿易」が形成された要因は，日本や韓国などの多国籍企

業による東アジアの発展途上国での大規模な直接投資と，中国の世界的生産集積地としての出

現にある．「三角貿易」は東アジアの発展途上国，特に中国を含む地域内で日本・韓国に対す

る貿易赤字を引き起こし，北アメリカと EUに対しても巨額の貿易赤字を出すことになる．

世界経済は，貿易不均衡の拡大により地域保護主義が台頭し，東アジア及び世界経済は不安定

な状況に置かれている．

第３は，各国は国際生産ネットワークへの参加と分業の高度化によって，国民福祉を全体的

に向上させることが可能になるが，他方で国内所得分配の不均衡を拡大する傾向をもっている．
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東アジアの発展途上国は主に部品の組み立て生産に従事しているため，熟練労働者への需要が

相対的に拡大し，賃金水準も上昇している．しかし，同時に熟練労働者と未熟練労働者間は所

得格差が生じ，これまでの所得分配構造が転換しつつある．過去１０年の研究データを見れば，

中国の熟練労働者と未熟練労働者の所得格差は従来の１．３倍から２．１倍に拡大していることが明

らかになっている８）．所得分配の不均衡は社会の不安定要素の一つであり，また，未熟練労働

者の消費需要を抑制し，国民経済の持続的発展に対するマイナス効果となっている．

第４は，東アジア国際生産ネットワークは地域経済の全体的な発展を推進させたと同時に東

アジア諸国が抱えている多くの問題を浮き彫りにした．各国及び各地域は国際生産ネットワー

クへの参加拡大・進展に伴って，各国間の貿易連携が一層緊密になり，相互信頼度も増加の傾

向にある．なかでも，産業内貿易の拡大はその地域のマクロ的な経済効果を引き起こす可能性

がある９）．東アジア国際生産ネットワークの中では最終財の消費市場が欠乏しているため，商

品は主に外部市場に輸出され，全体的に欧米市場と「ドルシステム」に依存している．このよ

うな条件で東アジア各国と各国の経済主体の地域経済発展は，外部市場の動向に制約され，不

安定に左右されやすい弱い立場であるといえる．

５．中国の経済戦略

中国は改革・開放以来，３０年間安定した経済発展を続けてきた．中国経済の発展は東アジア

及び世界経済の拡大に与えた影響は大きい．東アジア分業構造の変遷過程のなかで，中国は遅

れて参入した．しかし，中国の参入は地域分業と連携を進展させ，東アジア国際生産ネット

ワークの形成に重要な役割を果たした．中国は巨大な市場と安価な豊富な労働資源を持つこと

と「相互利益」の対外開放戦略のもとで，東アジア国際生産ネットワークの重要なメンバーに

なった．中国は他の発展途上国と同じように，地域分業がもたらした利益を長期的に享受する

ための多くの課題に直面している．したがって中国は，国内経済発展状況を基礎とした合理的

な政策を選択すべき状況にある．

第１は，技術進歩と産業発展を推進するための技術革新能力の向上が必要である．これに対

して世界銀行から６点にわたって提案がなされた．具体的な内容は，第１に，人的資源の養成．

とくに高等教育と職業教育の拡充．海外での研究を深めることと海外での研修を奨励し，新し

い技術開発を担うべき人材を育成すること．第２に，公共研究機関の設立．このような研究機

関において基礎研究を行い，新しい技術の効率を高めること．第３に，個人の研究活動に対し

て，補助金を提供するとともに租税政策の改善などを行い，政府もハイテク技術を研究する企

業にリスク保証金を提供すること．第４に，状況に基づき，ハイテク産業領域の技術移転を許

可すること．第５に，公共部門の研究発明効率を向上させること．第６に，IT通信技術の研

究開発及び応用を奨励すること，である１０）．
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各国間の経済発展段階には差異があり，生産資源の賦存状況にも差異がある，開放段階と政

府の管理能力などにも差異が存在している．したがってすべての国・地域に適応できる生産モ

デルは存在しない．しかし，世界銀行からの提案は中国にとって非常に参考になる．

第２は，積極的に東アジア地域経済共同体に参加することである．東アジア地域は欧米，ヨー

ロッパと異なって，緊密な相互依存関係が存在しているが，高度に制度化された地域統合化シ

ステムが存在しているわけでない．東アジアは対外市場への依存から抜け出すため，最終財の

消費市場を構築し，地域経済共同体の推進に力を注ぐべき必要がある．現在WTOを中心とし

た多国間貿易交渉が困難な状況に置かれていることからも東アジア地域共同体形成が一層重要

になっている．東アジアの中心にある中国は，東アジア地域共同体の設立と地域共同体に関す

るシステムの整備に積極的な姿勢を示さなければならない．さらに広範囲にわたる東アジア経

済統合に参加することは必須の戦略である．

第３は，東アジア地域の金融協力及び通貨システムの共同化を積極的に推進すると同時に人

民元の改革も進展させることである．地域間の金融協力を強めることは，外部からの衝撃を有

効に防ぎ，金融リスクと取引コストの引き下げが可能になる．さらに金融協力は，地域内生産

の合理的配置を実現し，地域経済の発展を推進しうる．東アジア各国の地域貿易関係は日増し

に緊密さを増している．従来の「三角貿易」形態は，「アメリカ・ドルシステム」依存を招い

た．それは東アジア地域の通貨システムと金融協力，特に為替相場で緊迫感が現れている．地

域内の為替協調機関の下で人民元の為替相場も適宜に調整を行なう．これによって，東アジア

地域全体の利益とグローバル化に伴う国際収支の不均衡を改善でき，同時に，地域共同体内の

自国本位な外国為替相場切り下げを防止できることになる．

第４は，内需の拡大すなわち国内市場を育てることが中国経済発展のための基本的な条件整

備である．所得分配制度の改革により，できるだけ多くの人に高度経済成長がもたらした利益

を享受させなければならない．政府は社会保障体制の見直しを加速すべきであり，財政支出の

重点を建設投資から公共サービスへ転換すべきである．さらに医療や教育など公共設備への投

資，特に経済発展の遅れている貧困地域への投資，低収入者に技能，職務訓練を提供すること

が必要である．これらの政策は社会に均等な教育機会を与え，労働者の技能水準を向上させ，

人的資源を確保するための基礎になる．国家は税収制度によって所得分配の不均衡拡大を抑制

すべきである．消費者の個人情報管理システム機構を構築と整備を加速させ，消費活動を刺激

することも必要である．内需拡大により安定した国民経済発展が持続する．また，それは対外

市場への依存度を低下させ，国内経済構造の不均衡を改善できるとともに，対外経済の不均衡

現象も調整できることになる．
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